
技能・技術を知財として管理し、お直し・リメイクを核に事業拡大

INPIT知財総合支援窓口加速的支援レポート

会社名 AIM株式会社
所在地 福岡県福岡市博多区
従業員 4名
資本金 200万円
売上高 4,000万円（2022年度）
業 種 衣服裁縫修理・仕立て事業、ODM 事業

支援を受けてできるようになったこと

今後の事業展開の展望

支援を受けるにあたって掲げた事業上の目標

加速的支援を受けた事業や商材

自社は、顧客の多様な要望に応える
ため、2018年に「Coatolie（コア
トリエ）」を設立。
高度な縫製技術で衣装の仕立て、お
直し、リメイクなどを行う。
残布・古着を活用したアップサイク
ル事業を立ち上げながら、eラーニ
ングシステムの開発や教育機関等へ
の講師・ワークショップも手掛ける。

Before

After

Future

お直し・リメイクを核とする縫製事業を営みながら人材育成、技術伝承、就労支援を
行う高い意欲と行動力を有する自社は、残布・端切れ等の廃材利用を企業に提案し、
お直しとアップサイクルの需要を創出して縫製事業を拡大したいと考えていた。

お直し・リメイクを核とする縫製事業を営みながら人材育成、技術伝承、就労支援を
行う高い意欲と行動力を有する自社は、残布・端切れ等の廃材利用を企業に提案し、
お直しとアップサイクルの需要を創出して縫製事業を拡大したいと考えていた。

セルフ受付・無人ロッカー等DX化を取り入れてお直し事業の全国展開を進めると
ともに、オンラインでの受発注・決済・配送の商流をシステム化した。
お直し・縫製技術を伝承する教育事業や、作業所開設、就労支援を国内・海外で展開
している。

セルフ受付・無人ロッカー等DX化を取り入れてお直し事業の全国展開を進めると
ともに、オンラインでの受発注・決済・配送の商流をシステム化した。
お直し・縫製技術を伝承する教育事業や、作業所開設、就労支援を国内・海外で展開
している。

DX化とデジタル技術の活用により業務プロセスの改善を図り、お直し・アップサイ
クル市場の拡大とさらなる事業成長が期待される。
お直しの心と技術を次世代へつなぎ、教育、人材育成、就労支援などの活動を通じ
て新たな雇用を創出する。

DX化とデジタル技術の活用により業務プロセスの改善を図り、お直し・アップサイ
クル市場の拡大とさらなる事業成長が期待される。
お直しの心と技術を次世代へつなぎ、教育、人材育成、就労支援などの活動を通じ
て新たな雇用を創出する。

【出典】Coatolieホームページ
https://coatolie.com/#about



活用専門家支援を通じてできるようになったこと支援を受けた事項

・弁理士
・中小企業診断士

• 強みの分析方法、差別化要因の特定、提供価値の伝
え方について理解を深め、事業計画へと落とし込み、
具体的なアクションを検討することができた。

事業戦略の検討

・中小企業診断士
• お直し事業の全国展開に向けてセルフ受付・無人
ロッカー等DX化を取り入れ、受発注・決済・配送の
オンラインシステムを実用化した。

マーケティング戦略の
検討

・弁理士
・中小企業診断士

• お直しの技能・技術を整理し、ノウハウとして社内で
共有するか、動画・eラーニングで見える化するか、
検討するプロセスを習得することができた。

• 開発や知財化の方針検討のため特許情報分析の活
用方法について習得できた。

知財戦略の策定

・弁護士
・知財戦略EX

• 自社の技能・技術を特定・整理し、ノウハウ管理また
は見える化するための情報整理プロセスを整備する
ことができた。

知財管理体制の整備

加速的支援を通じて受けた支援と支援を通じてできるようになったこと

課題に取り組んだ背景・理由取り組んだ課題

お直し、アップサイクル、教育・人材育成、社会問題、福祉、海外支援の

複数の事業を効率的に行う手段の検討が必要である。

複数の事業を推進するために組織・体制の強化が必要である。

同業者やお直し組合、他の協会との連携が必要である。

事業戦略の検討

縫製技術・ノウハウを活かしたサービス・商品を検討し、差別化につな

げる必要がある。

お直しとアップサイクル需要を掘り起こすためにマーケティング戦略

の策定が必要である。

取引・流通経路が未定であるため、検討する必要がある。

マーケティング戦略の検討

ビジネスモデルを確立するためには事業戦略に沿った知財戦略を策

定すべきである。

縫製技術に関するノウハウ、営業秘密等の点検が必要である。

知財戦略の策定

他社との契約業務や営業秘密を管理する社内体制を構築する必要が

ある。
知財管理体制の整備

加速的支援を実施するにあたって整理した課題

支援チーム紹介

主担当専門家：弁理士 藤掛 宗則
活用専門家：弁理士、中小企業診断士、弁護士、知財戦略EX
知財総合支援窓口担当者：熊本県知財総合支援窓口 荒岡 慶志
PO（プログラムオフィサー）：金田 和浩


